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日立健康保険組合の2022年度予算 をお知らせします

区　分 被保険者数 平均標準報酬月額 平均標準賞与額（年間）
一般被保険者 184,000人 431,500円 2,121,700円任継被保険者
特退被保険者   17,400人 280,000円 ―

計 201,400人 418,400円 ―

項　目 2022年度 2021年度
被保険者負担 3.7% 3.7%
事 業 主 負 担 5.0% 5.0%

計 8.7% 8.7%
基礎数値

健康保険料率（前年度と変更ありません）

2022年度以降の健康保険料率について

2月14日に開催された日立健保2022年度予算組合会にて決議されました。

　健保財政の柱である保険料収入は、被保険者数減が影
響し、前年度予算比で約21.2億円減少する見込みです。
　支出では、保険給付費が同比で約30.3億円、高齢者医
療制度への納付金・支援金が同比で約51.1億円とともに
減少しました。しかし、保険料収入に占める納付金・支
援金の割合は約4割となっており、健保財政の大きな負
担となっていることに変わりありません。また、みなさ
まの健康づくりを支援する保健事業費には、112.5億円
を見込んでいます。
　以上より、2022年度予算での経常収支は△31.5億円
となり、前年度よりも赤字幅は縮小しましたが、切迫し
た財政状況となっています。
　日立健保では、医療費適正化の推進などを行いつつ、
引き続き円滑な事業運営に努めてまいります。加入者の
みなさまにおかれましても、日立健保の事業を活用さ
れ、ヘルスリテラシー（健康意識）、QOL（生活の質）
向上にご協力いただきますようお願いいたします。

　2022年度以降の健康保険料率について、次の「健康保
険料率改定方針」に基づき、会社・労組の関係者と協議を
重ねてまいりました。
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一　般　勘　定

　介護納付金は、前年度予算よりも減少する見込みとなり、
今年度の介護保険料率は据え置きの1.76％としました。

（単位：億円）

科　目 2022年度
予算[A]

2021年度
予算[B] Ａ−Ｂ 伸び率

（%）
介 護 保 険 収 入 169.3 171.0 △1.7 △1.0%
繰 入 金 ― 2.9 △2.9 △100.0%
雑 収 入 0.0 0.0 0.0 ―

収入合計 169.3 173.9 △4.6 △2.6%

（単位：億円）

科　目 2022年度
予算[A]

2021年度
予算[B] Ａ−Ｂ 伸び率

（%）
介 護 納 付 金 164.0 168.9 △4.9 △2.9%
介護保険料還付金 0.1 0.0 0.1 ―
予 備 費 5.2 5.0 0.2 4.0%

支出合計 169.3 173.9 △4.6 △2.6%

項　目 2022年度 2021年度
被保険者負担 0.88% 0.88%
事 業 主 負 担 0.88% 0.88%

計 1.76% 1.76%

介護保険料率（前年度と変更ありません）

介　護　勘　定

（単位：億円）

科　目 2022年度
予算[A]

2021年度
予算[B] Ａ−Ｂ 伸び率

（%）
事 務 費 23.4 19.7 3.7 18.8%
保 険 給 付 費 645.5 675.8 △30.3 △4.5%
納付金・支援金 441.2 492.3 △51.1 △10.4%
保 健 事 業 費 112.5 104.6 7.9 7.6%
経 常 外 支 出 21.7 26.5 △4.8 △18.1%
そ の 他 支 出 7.9 8.0 △0.1 △1.3%
予 備 費 30.0 40.0 △10.0 △25.0%

支出合計 1,282.2 1,366.9 △84.7 △6.2%
経常支出合計 1,230.5 1,300.4 △69.9 △5.4%

経常収支 △31.5 △80.4 48.9 ―

（単位：億円）

科　目 2022年度
予算[A]

2021年度
予算[B] Ａ−Ｂ 伸び率

（%）
保 険 料 収 入 1,188.9 1,210.1 △21.2 △1.8%
繰 入 金 21.8 86.7 △64.9 △74.9%
経 常 外 収 入 61.4 60.2 1.2 2.0%
そ の 他 収 入 10.1 9.9 0.2 2.0%

収入合計 1,282.2 1,366.9 △84.7 △6.2%
経常収入合計 1,199.0 1,220.0 △21.0 △1.7%

■健康保険料率改定方針の概要
① 料率改定は、原則として会社の中期経営計画の設定期

間（３年間）にあわせて実施
② 当該中計期間３年分の実質収支相当を次期中計期間３

年の料率に反映
　・加入者・事業所等への影響ならびに次期以降の改定

時の影響等を考慮する
　・料率引上げ時は、改定時点の積立基準額の超過分を

取り崩しながら緩やかな引上げ幅となるよう調整する

（注） 法改正や医療動向等の急激な変化や、母体の経営計
画、事業再編等による人員構成の大幅な変動、その
他経済情勢が大きく変化した場合は、再検討する

　試算を行ったところ、2019～2021年度の中計期間3年
間については黒字となり、料率引下げ余地がある結果とな
りました。これは、新型コロナウイルスが感染拡大した際
の「受診控えによる保険給付費の減少」等が収支に大きく
影響したことから、一時的に黒字となったものです。
　一方で、新型コロナウイルスの収束が見えない中、今後
の医療費・納付金等の動向や経済状況が不透明であること
や、「団塊の世代」が後期高齢者入りする2022年度以降に
は社会保障費が増大し、日立健保においても将来的な負担
増が見込まれていることから、現行の8.7％を据え置きと
させていただきます。
　加入者のみなさまにおかれましては、ご理解くださいま
すよう、よろしくお願い申し上げます。

医療費の適正化に向け、
生活習慣の見直しや

ジェネリック医薬品の
ご利用などに

ご協力ください！
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一般勘定の収支の割合
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